
日本マリン株式会社

科　　　　目 　金　　　額 科　　　　目 　金　　　額

(6,681,876,707) 円 (3,717,639,217) 円

流　　動　　資　　産 4,890,541,702 2,360,947,312
1,242,882,196 880,057,875
1,936,002,056
1,100,000,000

103,264,654
長 期 貸 付 金 21,840,800

28,722,163 30,525,167
280,948,278 14,448,157
242,938,986 3,480,781
32,262,986 45,570,000
19,819,917 2,500,000

7,800,000
1,147,195,878

固　　定　　資　　産 1,791,335,005 1,356,691,905

1,623,749,792 1,225,142,000
建 物 付 属 設 備 14,308,139 97,172,018
構 築 物 5,416,250 14,565,000
船 舶 1,255,926,113 17,498,887
車 両 及 び 運 搬 具 1,115,768 2,314,000
工 具 器 具 備 品 7,816,248
土 地 149,367,274 (2,964,237,490)
建 設 仮 勘 定 189,800,000

2,963,560,990
342,999 300,000,000

電 話 加 入 権 87,500 16,766,990
ソ フ ト ウ エ ア 255,499 16,766,990

2,646,794,000
167,242,214 75,000,000

投 資 有 価 証 券 2,159,500 2,571,794,000
関 係 会 社 株 式 40,217,112 任 意 積 立 金 1,100,000,000
出 資 金 120,000 繰 越 利 益 剰 余 金 1,471,794,000
長 期 前 払 費 用 266,600
長 期 貸 付 金 31,343,040 676,500
長期繰延税金資産 55,701,000 その他有価証券評価差額金 676,500
そ の 他 の 投 資 37,434,962

合　　　　計 6,681,876,707 合　　　　計 6,681,876,707

評 価 ・ 換 算 差 額 等

代 理 店 債 権 賞 与 引 当 金
そ の 他 の 流動 資 産 役 員 賞 与 引 当 金

執行役員賞与引当金
前 受 金

104,264,000

流 動 負 債
現 金 ・ 預 金 営 業 未 払 金
営 業 未 収 入 金 １ 年 内 返 済

貸 借 対 照 表

（２０２０年３月３１日現在）

資    産    の    部 負 債 及 び 純 資 産 の 部     

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

(単位：円)

固 定 負 債

そ の 他 の 固 定 負 債

長 期 借 入 金

資 本 剰 余 金

そ の 他 利 益剰 余金

資 本 準 備 金
利 益 剰 余 金

投 資 その 他 の 資 産 利 益 準 備 金

無 形 固 定 資 産 資 本 金

退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
特 別 修 繕 引 当 金

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本

有 形 固 定 資 産

短 期 貸 付 金

貯 蔵 品 未 払 費 用
前 払 費 用 預 り 金

未 払 事 業 税
立 替 金 未 払 消 費 税

１ 年 内 回 収
6,965,120

長  期  借  入  金
未 払 法 人 税 等



『 個 別 注 記 表 』

１．重要な会計方針に関する注記

　1）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　  …　移動平均法による原価法

　　　

  時価のあるもの  …　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

　 　資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

　 　算出）

  時価のないもの  …　移動平均法による原価法

　2）棚卸資産の評価基準は、収益性の低下による簿価切り下げの方法、評価方法は、最終

　　 仕入原価法によっております。

  3）固定資産の減価償却方法

      有形固定資産　…　定率法

        船舶及び1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに

        2016年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物　…　定額法

          なお、当期の損益に与える影響は微小であります。

      無形固定資産　…　定額法

          なお、ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づい

          ています。

      リース資産

 所有権移転外ファイナンス・リ－ス取引に係るリース資産

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。

   なお、所有権移転外ファイナンス・リ－ス取引のうち、リース取引開始日が

   2008年3月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借処理に係る

   方法に準じた会計処理によっています。

  4）引当金の計上基準

 …　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

     いては貸倒実績率により、また貸倒懸念債権等特定の

     債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不

     能見込額を計上しております。

関 係 会 社 株 式

その他の有価証券

貸 倒 引 当 金



 …　将来支出する修繕費用に充てるため、船舶安全法に規

     定する定期検査費用の当期に対応する見積額を計上

     しております。

 …　従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込

     額に基づいて計上しております。

執行役員賞与引当金  …　執行役員に対して支給する賞与に充てるため、支給見

     込額に基づいて計上しております。

 …　役員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額

     に基づいて計上しております。

 …　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職

     給付債務の見込額に基づき、期末において発生してい

     ると認められる額を計上しております。

役員退職慰労引当金  …  役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づいて

     要支給額を計上しております。

  5）海運業収益及び費用の計上基準は、航海完了基準によっております。

  6）消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税抜方式によっております。

２．当期純利益金額 536,447,054円

以　上

退 職 給 付 引 当 金

特 別 修 繕 引 当 金

賞 与 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金


